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一般会計等の財政状況（単位：百万円） 地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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計 計

※地方公共団体が損失補塡等を行っている出資法人で、健全化法の算出対象となっている団体については、○印を付与している。

公債費負担の状況（千円・％） 将来負担の状況（千円・％）

合計

合計

将来負担比率((エ)－(オ))／((イ)－(ウ))×１００

※平成20年度決算の元利償還金は特定財源の額を控除しており、満期一括償還地方債に係る年度割相当額は積立不足額を考慮して算定した額を含んでいる。

※実質公債費比率の((ア)－(ウ))は特定財源の額を控除している。

一般会計等
負担見込額

備考
当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

平成平成平成平成22222222年度年度年度年度 愛知県東海市愛知県東海市愛知県東海市愛知県東海市

一部事務組合等 地方公社・第三セクター等

1,647

会計名 歳入
地方債
現在高

歳出 形式収支

1,644

一般会計等

3,430- 1,060

一般会計 45,005

公営企業会計等

太田川駅周辺土地区画整理事業特別会計 2,672 2,599 74

43,358

実質収支
他会計等からの

繰入金
当該団体からの

貸付金

17,216- --

地方公社・第三セクター等名 経常損益
当該団体からの

補助金

201 -

97

備考
当該団体からの
債務保証に係る

債務残高

当該団体からの
出資金

純資産又は
正味財産

-

東海市土地開発公社 2 15 2,562 -

100

（財）知多地区勤労者福祉サービスセンター ▲12

30

-

2,246

（財）東海市福祉公社 -

-

- -

---135 35

実質赤字額

20,646 -47,677 45,957 1,721 1,644

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

企業債（地方
債）現在高

資金剰余額/不足額
（実質収支）

他会計等からの
繰入金

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足比率 備考

国民健康保険事業特別会計 9,660 9,369 291 291

会計名
総収益

（歳入）

後期高齢者医療事業特別会計 889 887 2

1 -

2

- -

144 - -

1,335 -

-

老人保健医療事業特別会計 4 4 0 0

3 -

- -

5 1,0811,383

▲10

水道事業会計 1,811 1,818 ▲7

-下水道事業特別会計 6,177 6,187 20,187 -2,176 22,480

連結実質赤字額

23,561 20,190 -1,676 -

資金剰余額/不足額
（実質収支）

他会計等からの
繰入金

一部事務組合等名
総収益

（歳入）
総費用

（歳出）
純損益

（形式収支）

29 29 -

企業債（地方
債）

現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

西知多医療厚生組合（衛生事業特別会計） 330 312 18

-西知多医療厚生組合（一般会計） 3,431 3,402

18 330

-

- -

西知多医療厚生組合（病院事業特別会計） 10,018 9,714 304 304 1,774 140 70

14

法適用企業

- -知多北部広域連合（一般会計） 2,229 2,217 12 12

知多北部広域連合（介護保険事業特別会計） 13,941 13,907 34 34 1,939 - -

-知多地区農業共済事務組合 545 537 7 599 - -

知北平和公園組合（一般会計） 137 134 3 3 - - -

59知北平和公園組合（霊園事業特別会計） 174 172 2 2 - -

愛知県後期高齢者医療広域連合（一般会計） 7,891 7,719 171 171 3,194 - -

3,245
愛知県後期高齢者医療広域連合（後期高齢者医療特別会
計）

582,075 577,898 4,177 4,177 - -

140 70 2,2465,349 150

区分 平成20年度 平成21年度 平成22年度

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

分母比 区分 平成21年度 平成22年度内訳

- - 2,562 -

3,647,759

18,280,01518,791,308 - -

分母比 平成20年度平成21年度 平成22年度平成20年度

-

地方公務員等共済組合に係るもの

-

-3,202,879 2,751,103 いわゆる五省協定等に係るもの

- -

0.9

債務負担行為に基づく支出予定額 -

分母比

11.6

86.8

債
務
負
担
行
為

-

201,128

0.3

PFI事業に係るもの2,138,011 2,784,559 2,980,752 12.5 一般会計等に係る地方債の現在高 20,645,228

-

-

分母比

- -

58,107

1,662,268

- -

1,971,344 1,927,783 21,011,240

3,321,270

84.87.0

57,817 70,000

公営企業債等繰入見込額 21,183,331

629,427 611,714 590,885 退職手当負担見込額 

205,327 174,878 0.2 組合等負担等見込額 

2.5

226,904

将来負担額

-

2,877,070 2,432,870 10.2

-

20,189,890

-

国営土地改良事業に係るもの

2,501,135 213,7432,361,730

8,173,082

組合等連結実質赤字額負担見込額 

-

森林総合研究所等が行う事業に係るもの

-- -

99,037

依頼土地の買い戻しに係るもの

-

6,607,611

112,066--

2,246,237

7,155,720

125,361

(エ) 54,523,519 -引き受けた債務の履行に係るもの

-

- - -

5,498,934 -5,292,012

-

設立法人等の負債額等負担見込額 

0.44,944,109

219,196

-損失補償・債務保証の履行に係るもの

連結実質赤字額 

-

- - - -

平成20年度 平成21年度 平成22年度

-

20,028,997

-

- -

-

- -

9,102

20,186,646

-

84.8

企業債等
繰入見込額

その他の会計

水道事業会計 0.0

47,428,832

3,556

20,076,867

- -

-

-- -

- -

-

47,037,975

26,009,962

-

充当可能財源等

10,046,248

- 10,981,765

-

(オ)

充当可能基金 

充当可能特定歳入 

基準財政需要額算入見込額 3,244117.7

-34.3

23.6 21.3

45,987,948- - -

- - - -

-

27.3

629,427

- -

611,714 590,885

- - -1,097,362

-

978,687

-- -

-

2,246,237 9.4-

30,039,362 28,334,669 26,308,817

土地開発公社に係る将来負担額

-- - -その他第三セクター等に係る将来負担額

6.8 6.5

25,678,384

2,501,135 2,361,730

2,656,285 2,512,157

公社・
三セク等

- - -

地方道路公社に係る将来負担額

合計

8.1

2.5

7.29.0

8.4

元利償還金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

 公営企業債の元利償還金に対する繰入金

 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

準
元
利
償
還
金

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの）

一時借入金の利子

350.0

- 17.00

財政再生基準

7.2 25.0

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの

利子補給に係るもの

標準財政規模

(ア)

引き受けた債務の履行に係るもの

その他上記に準ずるもの

PFI事業に係るもの

地方公務員等共済組合に係るもの

内訳

損失補償・債務保証の履行に係るもの

実質公債費比率

(ウ)

12.00

(3ヵ年平均)

実質公債費比率
((ア)－(ウ))／((イ)－(ウ))×１００

20.00

35.00

27,388,555

2,650,807

実質赤字比率

将来負担比率

(イ)－(ウ)分母

社会福祉法人の施設建設費に係るもの

算入公債費等の額

健全化判断比率

35.0

-

21.3

平成22年度(再掲) 早期健全化基準

(イ)

(単年度)

23,796,660

連結実質赤字比率

債
務
負
担
行
為

いわゆる五省協定等に係るもの その他上記に準ずるもの8,955,931

52,069,401 52,510,069

8,160,049

26,665,503 28,000,059

-

27.8

10,366,514 下水道事業特別会計11,268,724 47.4

社会福祉法人の施設建設費に係るもの

9.4
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